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問題の所在

先進国で は, 所得格差の拡大が こ の 2 0 年間ほ ど進ん で い る｡

サ イ モ ン ･ ク ズネ ッ ツ は, 1 95 5 年 に国民所得の レ ベ ル と国内の 経済格

差と の 間に ｢ 逆 U 字｣ で 描かれるような相互 関係があると い う経験的辛

実を見 つ けて
,

｢ 逆 u 次曲線｣ 仮説を提唱した ｡ それ は 1 人当たり国民

所得が低 い 段階で は経済成長にともな い所得格差が拡大するが , さ ら に

国民所得が上 昇するとある段階か ら道に国民所得の 平準化が生 じると い

うもの で あ っ た ｡

しか し, 1 9 8 0 年代以来, 先進国は新 し い 傾向とし て , ｢ 逆 U 次曲線｣

仮説とは反対に国民所得 の拡大に つ れ て所得格差が拡大するようにな っ

た ｡ 富裕層 はさ らに富裕に, 下層はさらに所得が下が ると い う 二極分化

は
,
そ れま で の 経済となにか深部の点で異なる構造にな っ て い る の で は

と の 仮説をたて る こ とがで きる ｡

そ こ で 企業 へ の 規制に対する自由化 (規制緩和, 規制改革) とグ ロ
ー

バ リ ゼ ー シ ョ ン に焦点をあて て
,
こ の 間題を考察した い ｡ 前者は経済政

策に関する こ と であり, 後者は企業の海外活動に関する こと で ある ｡

日本 で は 90 年代か ら本格化 した規制緩和の 目的は , 経済活性化と 国

際競争力の 強化と された ｡ グ ロ ー バ リゼ
ー

シ ョ ン は コ ス ト削減をめ ざし

た企業の海外移転や海外で の 生産物の逆輸入が ベ
ー

ス とな っ て い る ｡ 両
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者の根底には企業間の 大競争と政府の 政策の 変化がある ｡ そ の結果, 近

年日本の 企業の 利潤はバ ブ ル 期 の 水準を上 回る企業が 続出して い る半

面, 規制横和が雇用面にもおよ んだ こ とか ら, 被雇用者の 賃金上 昇の 停

滞と雇用の不安定性が生じて い る｡

企業間の 競争が , 激烈になり, 国民 の なか で抵抗力の な い 階層に しわ

よせ られ て い る現象は日本だけで はな い ｡

国際投資家にと っ て, 世界的に投資に規制がすくなくなり, 資金の 効

率的運用を世界 レ ベ ル で 検討で きるよ うにな っ た｡ そ れ は グ ロ ー バ リ

ゼ ー シ ョ ン と規制緩和の 産物である ｡ 投資を受 ける方の 企業は
,
M & A

を こうむ らな い た めに株価の 高位維持 , その ため に配当の 高位維持 , そ

の 条件を満たすため に高利潤達成, その ために労働分配率を下げる大義

名分がある ｡

本稿で はそう した メ カ ニ ズ ム 実現の
一

要因 である , 新自由主義思想の

出現と, それが グ ロ
ー バ リ ゼ ー

シ ョ ン と結び つ く根拠 に つ い て 考察を行

い た い ｡

Ⅰ 所得格差の拡大

8 0 年代まで の 日本は ｢
一

億総中流社会｣ と い わ れる ほ ど所得格差が少

な い 社会であ っ た ｡

それ が 80 年代に所得格差を示す代表的な指標で ある ｢ ジ ニ 係数｣ が

8 5 年 に は 36 . 4 % だ っ た が , 9 6 年 には 39 . 5 % と , 徐 々 に上昇 し
(1)

, 1 99 0

年代後半以降成果主義賃金や 非正規労働者が増 えるに つ れ ,
遂 に 2 00 6

年 には O E C D か ら格差是正に つ い て提言を受けるほ どにな っ た｡

O E C D は 20 0 6 年 7 月 ,
日 本 の 経済政策 に対する提言をまとめた対日

経済審査報告を発表し,
｢
日本は貧困層の 割合が最も高 い 国の

一 つ にな っ

た｣ と経済格差の拡大に懸念を表明, 企業が非正社員より正社員を増や
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しやすくす る政策を打ち出す べ きだと の 見解を示した ｡ O E C D はまた

日本の ｢ ジ ニ 係数｣ が加盟三十カ国の 平均を上 回る水準まで上昇 し, 棉

対的貧困率は米国に次ぐ二番目の 高さ にな っ たと指摘 し, 格差拡大の 要

因と して 高齢化や パ
ー トな どの 非正社員の 増加を挙げ,

｢ 正社員と非正

社員と いう労働市場の 二極化傾向が固定化する恐れがある｣ と警告 した ｡

そ し て , 格差是正 の 具体策と して(1)正社員 へ の 雇用保護を緩める(2 俳正

社員 へ の 医療保険な どの 社会保険の 適用を拡大す べ きだ( 3 権土会福祉の支

出を母子家庭などの 低所得世帯に重点化す べ きだ - な どを列挙して い

る
( 2)

｡

非正 規労働者 は, 労働者派遣法が 1 98 6 年 に施行され た の をき っ か け

と し て 間接雇用が合法化され ,
9 9 年 に適用業種が拡大され, 2 00 4 年製造

業にも解禁され るとともに増加した｡ た とえば ,
正規雇用と非正規雇用

を比較すると 1 9 9 6 年正規雇用者数は 3 8 00 万人, 非正規雇用者数が 1 04 3

万人だ っ た の が, 2 0 06 年 ( 暫定数値) には正規雇用が 3 3 40 万人に減少

し
,
非正窺雇用 1 6 6 9 万人に増加 し

(ニラ)

, その 傾向は
一

貫 したもの で前者の

減少と後者の 増加に歯止めがかか らな い ｡

雇用形態の 違 い によ る年収格差は著 しく, 正規雇用の 平均は 4 5 4 万円

で ある の に対 して , 派遣社員の年収 は 20 4 万円とな っ て い る
(4)

｡ 所 得格

差推移を総括的に見ると ,
1 98 4 年 に最上 層 2 0 % の 所得合計額は最下層

20 0/. の 1 3 倍 で あ っ た が ｡ 20 0 2 年 に 1 68 倍 にま で拡大 した
〔5-

｡

こ う した傾向は日本だけはなく世界的傾向で ある｡

バ ー バ ラ ･ エ ー レ ン ライク によれば,
｢
現代 の ア メ リカ で は全労働人口

の 3 0 % の 人が 時給 8 ド ル 以下で働 い て い る が ,
こ れ で は ワ ン ル ー ム ア

パ ー トの 部屋代を払うには足りな い ｣
(6)

｡

デ ヴィ ッ ド ･ シ プ ラ
一

に よ れ ば ア メ リカ の 資産格差は上位世帯の 1 0 %

は , 平均 83 万 3 60 0 ドル の 資産が ある の に対し て ,
下位 2 0 % は , 79 00 ド

ル である
(7)

｡
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フ ラ ン ス で も同様の 傾向が ある ｡ 1 9 78 年か ら 2 0 03 年 にか けて労働力

人口 に占める給与所得者の 割合は, 83 . 6 % か ら 91 . 4 % に増加 したが全家

計の 可処分所得 に占める給与の 割合は , 6 7 % か ら 5 3 % に減少 して い る
(8)

｡

Ⅱ 新自由主義の 台頭

(1) ケイ ン ズ主義の後退

1 93 0 年代 の 世界恐慌を契機に, その 回復過程か ら, 第 二次大戟を経て

1 9 6 0 年代までは , 世界的に, 政府が税制や社会保障を通じて , 所得 の不

均衡是正 , 恐慌予防など経済の 安定を重視 した経済政策を行うことが普

通で, ア メ リ カ で も自由市場を信奉する政治家で あ っ たと しても福祉拡

充政策にも言及 しなけれ ばならなか っ た ｡

こ れ は , 政界でも学界で も, 市場 の自動調整力だけで は, 所得 の 不均

衡の増大はく い とめ られな い の で , 所得税の 累進課税や社会保障給付な

ど所得を平準化するメ カ ニ ズ ム が不可欠であり, ま た反循環的なケイ ン

ズ政策 ( 政府の有効需要創 出政策) が景気循環を平準化するためにも必

要で あり, 不況によ っ て失業者が急増 しな い ように雇用を守る制度的な

保証が必要で あると考えられて い たか ら で ある｡ ｢ 市場 の 失敗｣ と い う

概念は, まだ ア メ リカ, イ ギ リ ス でも十分に生きて い た ｡

国家は ヨ ー ロ ッ パ で は , 社会民主主義国家
,
キ リ ス ト教民主主義国家,

統制経済国家 , ア メ リカで は自由民主主義国家, 日本では官僚の 統制が

強 い 民主主義国家と形態は多様で あ っ たが , 国家が重視すべ きこ とと し

て完全雇用, 経済成長, 市民の 福祉は共通 しており, そ れを達成するた

めに市場プ ロ セ ス と歩調を合わせ なが ら, あ る い は必要とあれば , 市場

に介入し, 場合 によ っ て は市場 に取 っ て代わる こ とも可能とされ た
(9'

｡

労働組合の 選挙時の 集票力はまだ十分に強か っ た ｡

日本 の場合は ,
1 9 73 年 の オイ ル シ ョ ッ ク 頃まで供給不足経済の なか
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で , 政府指導型資本主義が機能した ｡ 旺盛な資金需要は銀行中心の 企業

グル ー プ である メイ ン バ ン ク制を機能させ , 銀行 の背後には中央銀行の

資金供給が機能 して い た ｡ 雇用面で は , 労働力不足の なか終身雇用 , 午

功序列が合理的で あり, 高成長は労働力不足を生み, 労働力不足は賃金

上 昇を結果するとともに , 労働組合の 交渉力を担保する条件でもあ っ た｡

こ う した政策が行き詰まるの は 1 9 70 年代である｡ ア メ リ カは ベ トナ

ム戦争によ っ て多額 の財政赤字と, 製造業の 競争力の低下による貿易収

支の 赤字か ら, 財政赤字と経常収支の 赤字の ｢ 双子 の赤字｣ に陥り, ア

メ リ カ所有の 金準備が 減少 しド ル相場を金に固定する I M F の 根幹が揺

ら い だ ｡ ｢ バ タ ー

も大砲も｣ ( 社会保障と軍事費拡大の両立) と いう政策

が行き詰ま っ た こ とは , 不況下の イ ン フ レ と い う形で あらわれ た｡ こ れ

は
, 不況時はデ フ レ, 好況時はイ ン フ レ と い う これまで の 関係が作用せ

ず, ケイ ン ズ政策は, 不況時に財政支出を増加させ需要を喚起するこ と

により不況を軽減する こ とを目的とするために , 不況時にイ ン フ レ がお

さまらず , 停滞とイ ン フ レ
ー シ ョ ン が併存する ｢ ス タ グ フ レ ー シ ョ ン｣

に は対策がなか っ た ｡ 財政赤字は軍事費の 削減か , 社会保障費の削減か ,

増税 による税収増か の い ずれかまた はその紐み合わせ によるほかなか っ

た が
, 高所得者と中所得者は増税を忌避 し, そう した減税と社会保障削

減をセ ッ トに した
｢
/トさな政府｣ を好む高所得 ･ 中所得層の志向を基盤

に
, 貨幣 の供給量に よ っ て の みイ ン フ レ ( したが っ て ス タグ フ レ ー

シ ョ

ン) は解決するこ とが で き, 公共事業や社会福祉事業 に政府が資金を投

じる の は市場の 調整力を乱すもの で あると の マ ネタリズ ム の思想が ア メ

リ カ の経済学界と政界 で主導権を握る こ と にな っ た ｡ 1 981 年 の レ
ー ガ

ン政権以来, 社会福祉削減と民営化による ｢ ノトさな政府｣ , 高所得層の減

税が実施 され
,
主流 の 経済思想は再び自由主義 (市場主義) に転換する

こと とな っ た｡ 世界的にケイ ンズ政策が実施される以前の 経済政策は
,

｢
自由主義｣

(1 0)

と 呼 ばれ る の に対応 して , ケ イ ン ズ政策を駆逐 した後の

( 5 )
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自由主義は
｢
新自由主義｣ と呼ばれ たo

｢ 自由主義｣ と
｢ 新自由主義｣ は ,

市場 の 調整力を信じ, 政府 の役割は市場が よく機能する にと どめる べ き

だと考える点で 共通して い るが, 違 い と して は, 前者は金本位制の 時代

で あ っ たため, 財政収支の均衡を最重視 した が , 後者は変動為替相場制

に移行 した後で あ っ た の で , 財政収支の 赤字も経常収支の赤字も前者ほ

どには こ だわ らず, ま た外国政府に対 して , 自国企業
･ 金融業の 海外展

開を容易にするため に資本市場の 自由化 金融市場開放を執掬に要求す

る点が異なる ｡

新自由主義の 理念を明確に掲げた政策を先進国で最初に打ち出 した の

は
,
レ

ー ガ ン政権 (1 9 8 ト89) よりも二年前 の 1 97 9 年 5 月に発足 したイ

ギリ ス保守党の サ ッ チ ャ
ー 政権である ｡ サ ッ チ ャ

ー

政権は こ れまで の 労

働党政権だけで なく保守党政権の 労働者融和政策を
``

w e t
"

と攻撃 し,

過去 の労資協調路線を徹底的に否定 し,
｢
/トさな政府｣ , ｢ 民間活力重視｣ ,

｢
自助精神｣ ,

｢
労働慣行の 改革｣ ,

｢
法 と秩序の 回復｣ を掲げた ｡

そ れ以来, ア メ リ カ の レ
ー ガ ン政権 ,

欧州大陸, 日本 ( 中曽根内閣以

降) にお い て も世界の 多くの 国で ,

｢
新自由主義｣ が先進国の 政権に採用

され今日 に い た っ て い る ｡

か つ て 階級対立融和的なケイ ンズ政策が受け入れ られた前提には , 労

働組合の 組織率が高く, 貸金交渉力を持 っ て い た こ と, 雇用 の削減 は容

易で はな い と い う状況がありt ま た世界に は市場経済だけで はなく社会

主義経済があ っ たが , それが退潮な い し消失 した こ とが ,

｢
新自由主義｣

が
, 容易 に世界に広がる背景にあ っ た ｡

(2) 生産過程にお ける変化

先進国にお ける賃金上昇と労働力不足に よ っ て ,
大量生産は

,
機械化,

とくに エ レク トロ ニ ク ス と機械が
一

体 とな っ た メ カ ト ロ ニ ク ス 化が ,
7 0

年代前半の オイ ル シ ョ ッ ク後進んだ ｡ こ れ にともな い 付加価値の なか の

( 6 )
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現業労働の ウ ェ イ トが , 減少 しは じめた ｡

さ ら に
,
7 0 年代か ら 8 0 年代前半にかけて ア メ リカ産業は ド ル の過大

評価か ら国際競争力を失 っ た ｡ マ ネタリズ ム に基づく高金利が , 副作用

と して ドル 高をもた ら したか ら で ある ｡ ド ル高を好機と して海外か ら特

に日本か ら自動車, 電気機械の輸入が増加し, それに ア メ リ カ製造業は

対抗せ ざるをえなくな っ た ｡
こ う した条件に加えて世界規模で の 多国籍

企業の 大競争 ( メ ガ
･ コ ン ペ テ ィ シ ョ ン) の 時代に入り, 企業は収益が

上 が ると こ ろ (低賃金, 労働力の 質が高 い , 低税率, イ ン フ ラ充実, 市

場 アク セ ス が容易な場所) に生産拠点を移設するようにな っ た ｡

こ の ような傾向はア メリ カに続 い て欧州, 日本で も
一

般的にな っ た｡

労働運動が力をなく した最大の 要因は工場の 海外移転で あり, 労働組合

にと っ て安価な コ ス トを求めて世界最適立地をもとめ る大企業の 衝動を

く い止め る手段は なか っ た ｡

1 9 90 年代か ら企業が こ の 動きをさらに加速させ た の は , 基幹部品ごと

に工程を分ける製造業 の
｢ モ ジ ュ ー ル 化｣ で ある｡ モ ジ ュ

ー

ル 化 によ っ

て 製造工程の 分害[J , した が っ て 工程 の
一

部を海外移管す るこ とが容易と

な っ た ｡ こ の 面が プ ッ シ ュ 要因とすれば ,
プ ル要因は発展途上 国の 対外

開放 - 外資誘致政策 で あ っ た ｡

(3) 国際政治と通商政策面

( a) ワ シ ン ト ン
･ コ ン セ ン サ ス

8 0 年代にお ける レ
ー ガ ン政権の 時の ドル 高により, 各国か ら ア メ リカ

ヘ の 輸出が急増 した ｡ ア メ リ カ政府は これを逆手にと っ て相手国の市場

開放だ けで なく, 金融
･

資本市場の 自由化を要求しそれを実現した｡ 世

界銀行の総裁はア メリ カ出身, I M F の 専務理事は欧州出身 ( た だ しア メ

リカ の 承認が不可欠) が慣例とな っ て い る｡ こ の 二 つ の 国際金融機関と

ア メ リ カ財務省の 三者連合の い わゆ る
｢
ワ シ ン ト ン ･ コ ン セ ン サ ス ｣ は,

( 7 )
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途上 国が I M F の 支援を必要とすると き, 以下 の 点を励行 しなくては な

らな い と い う条件を つ けた ｡

(1) 財政赤字の是正

(2) 補助金カ ッ トな ど財政支出の変更

(3) 税制改革

( 4) 金利 の 自由化

(5) 競争力ある為替 レ
ー

ト

(6) 貿易 の 自由化

(7) 直接投資の 受け入れ促進

( 8) 国営企業の民営化

(9) 規制媛和

(10) 所有権法の確立

だ っ た ｡

ワ シ ン ト ン ･ コ ン サ ン サ ス は
,
8 0 年代に債務危機 に陥 っ た ラテ ン ･

ア

メ リ カ諸国の 救済に対 して t あ る い は ロ シ ア な ど東欧諸国の 市場経済化

を援助する見返りに ,
I M F が 要求 した条件 (I M F の コ ン デ ィ シ ョ ナ リ

テ ィ ー ) の ベ ー

ス になる考え方で ある｡ ア メ リ カ政府と I M F と世銀は

こうした考えにもと づく改革を世界標準だ と し, ラ テ ン ･

ア メ リ カ の 立

て 直しお よび ア ジ ア通貨危機の 際にタイ
,
イ ン ドネ シ ア

, 韓国 へ の 融資

条件と し, 世界 の 商業銀行は, 危機に陥 っ た諸国に対 して I M F の コ ン

デ ィ シ ョ ナ リテ ィ
ー

を受け入れるか どうかを融資の 条件と した の で , 逮

上 国にと っ て ワ シ ン ト ン ･ コ ン セ ン サ ス はまる で経済憲法の ような重み

を持 っ た ｡

途 上 国が I M F か らの 融資を受けかナれ ばならな い ほ ど経済的に不安

定にな っ たとき
, ある い はア メ リカとの 間で貿易摩擦が生 じたと き

,
上

に掲げた基準は途上 国に浸透し先進国の 企業が途上 国で営業活動をする

ことを容易にした｡

( 8 )
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(b) 企業の 国際競争力強化を支援する経済政策

通商 3 01 条 (19 7 4 年) , 包括通商競争力法 (1 9 88 年) と そ の系列の 通

商法はア メリ カが貿易相手国を不公正と認定すると報復措置を採る こと

が 出来る法律で , 自国 の産業を保護するとともに, それ にと どまらず,

法律 の 発動可能性が威力を発揮 し貿易相手国の市場をこ じ開ける武器に

もな っ た ｡

80 年代にア メリ カ の貿易赤字が大きか っ た日本に対 しては , 日米円 ド

ル委員会, 日米構造協議を強制 した ｡ 日米円ド ル委員会は, 8 3 年 1 1 月

に設置がきまり, 日本は金融
･ 資本市場の 開放をア メリ カに約束して決

着 した ｡ 19 8 9-9 0 年 の 日米構造協議では ,
ア メ リ カが 日本か ら の 自動車

や半導体な どの 個別の商品の 輸入を制限するこ とを越えて, 日本 の貿易

黒字を生み出す経済構造を変えようと したもの で ある｡ 片務性を避ける

ため に日米双方の 経済構造の 改善の ため と いう形を取 っ たが ,
実際は日

本企業が対米輸出に過度に依存 しな い ように公共事業などの 内需拡大を

要求し, 大規模店舗法の 見直 し等流通シス テ ム や独占禁止法の 強化によ

り日本独特の 系列取引を改め させ ,
外国企業に日本市場を開放する条件

を義務づ けるもの で あ っ た ｡

知的財産権の 保護は G A T T か ら W T O - 移行したときに付け加わ っ

た最重要事項で あるが ,
日本 の 通商行政もそれが世界の 傾向だと考え,

歩調を合わせ た｡

日本側は ,
ア メ リ カ の対日要求や通商政策の重点変化に対応 して , 自

ら規制緩和をテ
ー マ に し, 通商交渉で は知的財産権の 保護を重視する好

機とと らえる政策運営にな っ て い る｡

製造業の 輸出競争力で おとる ア メ リカ にと っ て, 技術貿易はア メリ カ

が 巨額の 黒字を獲得で きる分野で ある
(ll)

｡

( 9 )
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(4) 新自由主義の規制改革論

｢
規制改革｣ を進める べ く論陣を張 っ て い る伊藤元重民によれ ば, 規制

緩和と弱者保護との 関係は次の ようになる｡

規制が あると本当は弱者が保護されて い な い の に弱者が守 られて い る

ような気になるの が問題ある ｡
一

部 の弱者を規制により守るため に他の

大多数が不自由な思 い を して い る｡ 日本 で弱者と呼ばれ る人は政治力で

自分たちの有利な規制を維持 して い る既得権益者である｡

規制改革はた しか に競争を激しくする ｡ 競争が非常 に激 しくな っ たと

き経営者の 選択肢は四 つ ある ｡
一 つ は規制強化や弱者保護を訴える こ と

だが, 今後 こ の 手段 は通用 しな い ｡ 二 つ 目はも っ と頑張る こ とだが ,
こ

の手段は素朴だが限界が ある ｡ 三 つ 目はやめ て 別 の こ とをする｡ た とえ

ば
,
受験勉強で 難関校をみ んながめ ざして も必ずあぶれる人が 出る ｡ そ

れ だ っ た ら自分は勉強に向かな い か ら, 日本
一

の 芸人や料理の鉄人をめ

ざす｡ 四 つ 目は
,
差別化で対応する｡ こ の 四 つ 目が経済の 活性化に繋が

ると言う
(1 2)

｡

こ の よう に弱者が政府 に支援を要求するこ とを嫌悪 し, 政府 の政策か

ら弱者保護を除くこ とを規制改革と考えて い る ｡

同 じく規制改革推進の 立場か ら格差拡大論を払拭しようと して 日本経

済新聞は 2 00 7 年 5 月 に
｢ 格差論越えて｣ と い う特集を組ん だ｡

そ れ によれば
, 格差拡大論は, 結果の 平等を主張するが, それ は次ぎ

の 点で 間違 い だと いう｡

○財政赤字の制約があり, 人口減少で税収増も期待 しにく い 中で ,
こ れ

だけ (格差が今ほ ど問題で はなか っ た 1 99 6 年当時に戻る の に必要な

額は南関東, 大阪, 愛知を除 い ても十四兆八千億円) の 金額を投 じる

こ とに同意する人が どれ だけ い るだろうか ｡
コ ス トを度外視 して ,

一

種 の ム
ー ドで政府の 再配分を求め るだけで はか え っ て 事態をゆがめ て

( 10)



新自由主義の グ ロ
ー バ ル 化

しまう ｡

医療や福祉, 真 の 弱者の 援助など公費で賄う べ き分野はもちろんある ｡

だ が , それを超える
｢ 結果 の 平等｣ の追求は健全な競争を阻み , 成長の

足かせ になりかねな い
(1 3)

｡

o ｢ 機会 の 平等｣ と企業家精神があれ ば, 企業間格差はお の ずとなくな

る ｡ 成功は大企業 だけにあるの で はな い ｡
｢
機会 の 平等｣ を生かす起

業家精神が健在で あり続ければ , 道筋は何通りにも増え, 企業間格差

もお の ずと消える｡ そ んな社会を つ くる こ とが起業家再興の 真の意義

で もある
(1 4)

｡

格差論争は,

o ｢ 日 本経済に最も活力があ っ た の は終戦直後｣ と い う説が ある ｡ 焼け

野原で はあ っ たが戟前の 統制か ら解き放たれ, 多く の 起業家が生まれ

た ｡ 九 ○年代か ら の苦闘の十五年を抜け出した今も, 時 に
｢ 第 二 の 敗

戦｣ になぞられ る｡ 自由 で 公正な市場の 下で チ ャ ン スを生かす社会こ

そ, 格差論争を超えた成長の 土台を築くに違 い な い
(15'

｡

上 の ように新自由主義の論拠は,
｢ 結果 の平等｣ を主張するの は経済を

歪め ろ , 企業家精神を持 っ た人はも っ と出 てき て
｢
自由 で公正な市場で

チ ャ ン ス を生かす社会こ そ｣ が大事だと の主張である ｡ 市場は自由で 公

正 で あると前提 して い るが ,
真 に ｢ 自由 で公正な｣ な市場ばかりであれ

ば, こ の ような論も成り立 つ かも しれな い が , そ の とき の 国家権力によ っ

て支援 された個人や企業が は じめ に逆 ハ ン デもら っ て競争して い る の が

現実で ある ｡ 新自由主義者は ,
同 じ理念の 政府に引き立て られ て , 優位

な地位にた っ て競争 しなが ら
｢ 自由で公正な｣ 競争と述 べ る の である｡

( l l)
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●

(5) デヴィ ッ ド ･ ハ ー

ヴェ イ の新自由主義分析

経済地理学者の デ ヴ ィ ッ ド ･ ハ ー ヴ ェ イ は次 の ように新自由主義を定

義する
`1 6'

｡ ( 以下 ペ
ー ジ表記は ハ ー ヴ ェ イ 『新自由主義』 か ら)

新自由主義とは , 強力な私的所有権, 自由市場, 自由貿易を特徴とす

る制度的枠組みの 範囲内で , 個 々人 の企業活動の 自由とその 能力とが無

制約に発揮される こと によ っ て人類の富と福利が最も増大するとする政

治的経済的実践の理論で
,
国家の 市場 へ の介入は, い っ た ん市場が創り

出されれば
, 最低限に保た れなけれ ばならな い とする ｡ 民主主義の もと

で は強力な利益集団が自分たちの 利益の ため に, 国家介入を歪め偏向さ

せ る こ とは避けられな い か ら で ある ｡

占領 したイ ラク で も, 20 03 年 9 月 1 9 日イラク の連合国( C P A ) の ポ ー

ル
･ ク レ マ -

米代表は
｢ 公共企業体の 全面的民営化, イ ラク産業を外国

企業が全面的に所有する権利, 外国企業に内国待遇を与える t 外国企業

の 本国送金を全面的に保護, 銀行を外国の管理下に置く｣ こ とを命令 し

た ｡

新自由主義が台頭 した理由は 7 0 年代 の 資本蓄積の 危機がき っ か けと

な っ た ｡

ア メ リ カ の所得上位1 % が国民所得に占め る割合は ,
戦前 の最高値は

1 6 % だ っ たも の が, 第二 次大戦末8 % 未満に下落して
,
その 後ほぼ 3 0 年

間はその水準で推移 した ｡ 1 9 7 0 年代 の ス タ グ フ レ ー

シ ョ ン の もと
, 経済

成長が破綻 し, 実質金利が マ イナ ス になると
, 資産価値が暴落 した ｡ 税

収 の急落, 社会保障的支出が急増 し各国で財政危機が生 じた ｡ 社会民主

主義や 中央計画経済の 側にた つ も の と
,
企業や ビジネス 界の 力を解き

放 っ て 市場の 自由を再び確立するこ と に利害関心をも つ 人々 の 間 で論争

が 二 極化した｡ 上層階級は当然新自由主義に活力をもとめた ｡ 新自由主

義がケイ ンズ主義に勝利 した結果
,
上 位1 % の もの が国民所得 に占める

割合は 2 0 世紀末に は
,
1 5 % ま で に増加 した｡ イ ギ リ ス で も上位 1 % の

( 12)
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所得の 者は, 1 9 82 年 の 6 . 5 % か ら 1 3 % に倍増 した｡ (2 9 p)

1 97 9 年 マ
ー ガ レ ッ ト サ ッ チ ャ ー が ス タ グ フ レ

ー

シ ョ ン に見舞われて

い たイギ リ ス 経済を立て直すと主張 して ケイ ンズ主義を放棄し, 労働組

合と対決 し, 福祉国家の諸政策を解体な い し, 縮小 し, 公営住宅を民営

化 し, 減税, 企業家のイ ニ シ ヤ テ ィ ブを奨励し, 外国投資を引き つ ける

ため の ビジネス環境を作 っ た ｡ ケ イ ン ズ主義か ら マネタリ ズ ム ヘ の 先進

国での 最初の 転換 で ある ｡ (3 6 p)

1 9 81 年 の レ
ー ガ ン政権の航空機と電気通信か ら金融に い た るまで , あ

りとあらゆ るもの に対する規制緩和は, 無制限の 市場的自由を与えた ｡

金融資本は高 い 収益率を求めて海外に目を向けるようになり ,
生産 の 海

外移転が常態化 した｡ 法人税は大幅に引き下げられ , 個人所得税の 最高

税率は レ
ー ガ ン政権発足時の 7 0 % か ら 2 8 % に引き下げられ た ｡ 市場 は

競争や イ ノ ベ
ー

シ ョ ンを促進するもの とイデ オ ロ ギ
ー

的 に描き出された

が , 実際は資本家階級の 権力を回復させ ,
大企業 へ の資本の 集中をもた

らした ｡ (4 0 p , 5 4 p)

そ れ で は, なぜ新自由主義が勝利 したか ? (25 p)

英米に先立 つ チ リと ア ル ゼ ンチ ン の場合は, 伝統的上層階級と ア メ リ

カ政府 に後押 しされた軍事ク ー デ タ - と
,
そ れ に続 い た労働運動と都市

の 社会運動の紐帯に対する猛烈な弾圧 によ るもの である｡ (6 0 p)

サ ッ チ ャ
ー は ア メ リ カ政府 に支援され たチ リ の ピ ノ チ ェ ト の ク

ー デ

タ -

政権を支持 し続 けた ｡ 民主主義や政権の 正当性 よりも, イ デ オ ロ

ギ ー を選択 した｡

ラ テ ン ･

ア メ リ カ と異なり 1 97 9 年 以後 の サ ッ チ ャ
ー と レ ー ガ ン の 新

自由主義革命は, 有権者 の 同意が必要だ っ た ｡

｢ 自由｣ と い う言葉は , もともと ア メ リカ人か ら広く共鳴を受ける言葉 ｡

政治問題は
｢
文化的問題なもの に偽装される｣ ｡ ( グ ラ ム シ

『
現代 の君主』

参照) (61 p)

( 1 3)
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民衆が新自由主義に同意 した の は, 企業, メ デ ィ ア , 大学, 職業団体

を通 じて強力なイデオ ロ ギ
ー が流布されたか ら で ある ｡ 企業は後援する

シ ンクタ ンクを組織 し, 政党をと らえ, 国家権力を獲得した｡ 宣伝戦で

は少数 エ リ
ー

ト の経済権力を回復する意図を表面に出さず, 伝統や文化

的価値観 に訴えた｡ 個人的自由拡大と いう大義が世論とな っ た｡ (61 p)

サ ッ チ ャ
ー は執掬に ｢ 他に道はな い ｣ と言 い 続けて ,

人 々 は宿命論的

に受け入れた ｡ (6 2 p)

民衆 の 心情 の側面を見 ると 1 9 68 年 の学生運動 の影響が ある｡ 当時 の

世界的な政治的反乱は個人的自由を追 い 求め る願望に触発されて い た｡

個人的自由を神聖視する政治運動は新自由主義の 囲 い に取り込まれやす

か っ た｡

社会的公正と個人の 自由は両立 しな い ｡ なぜなら前者は社会的連帯を

必要とするが後者は しな い ｡ 社会的平等の ため に個人の 欲求や ニ
ー ズ は

二 の次になり, 両者は融合 しなか っ た ｡

68 年 の 騒乱の 思想で ある 国家は敵 で あり変革すべ き対象で あると い

う考えと , 新自由主義は容易に融合するこ とがで きた ｡ (6 4 p)

個人的自由の理想を, 国家 の介入主義と規制に反対 し, 消費者の 選択

の 自由, ライ フ ス タイ ル や表現形式の 自由を強調する戦略は ,

｢ ポ ス トモ

ダ ニ ズ ム ｣ とも融合 しやす い ｡

エ リ
ー

ト階級と大企業 ( ビジネス 界, 市場 シ ス テ ム) は , 個人的自由

の 理想を巧妙に使 っ て , 自 らが 国家の 介入主義と規制政策に反対する こ

とで , 従来自由主義者の 敵とされて い た自らを, 自由主義者の 標的か ら

はずすこ とに成功 した｡

イ ギ リ ス と ア メ リカ の事例に共通するの は, 労使関係とイ ン フ レ克服

闘争で ある ｡

イ ギ リ ス で は, 脱工業化 によ っ て就業構造が抜本的に変化するに つ れ

て
,
か つ て労働者階級と して確固と した アイ デ ン テ ィ テ ィ を持 っ て い た

( 14 )
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人 々 の 多くが , 中産階級的価値観に取り込まれて い っ た ｡ サ ッ チ ャ
ー

は ,

持ち家, 私的所有, 個人主義に喜びを見出す中産階級を育成する こと に

成功 した｡

労働者階級の 団結力が圧 力に押され て 徐 々 に衰退 して い っ た｡ (8 7 p)

イ ギ リ ス は ア メ リ カと異なり国有企業が ,
航空会社

,
電話

,
鉄鋼, 蛋

力, ガ ス , 石油, 炭鉱, 水道, バ ス , 鉄道な どきわめ て 多くの分野にま

たが っ て い た の で, 大規模民営化の バ イ オ ニ ア とな っ た ｡ (8 7 p)

資産 の売却は国庫をうるおす し, 失敗した国営企業を将来にわた っ て

面倒を見る厄介か ら解放され る｡ 資産価値評価は低く抑えられ, 民間資

本に隠れ た補助金を提供 した｡ 民営化は労働者の 整理解雇を通 じて効率

性や コ ス ト構造を改善する こ とを意味し (86 p) , 同時に労働運動の衰退

をもた ら した の で , サ ッ チ ャ
ー

政権 にと っ て
一

石二 鳥以上 の効果を発揮

した ｡

ロ ン ド ン の シ テ ィ はますますグ ロ
ー バ ル 金融の 心臓部とな っ た ｡

ひ と たび新自由主義が深く根付くと , 資本主義の グ ロ
ー バ ル 経済化 に

新自由主義がか なり適合的で ある ことを否定で きなくな っ た ｡ (8 9 p)

新自由主義と新保守主義は容易 に結合する ｡ 新保守主義とは ア メ リ カ

で は エ リ
ー

ト階級お よび ビジネス 界, 他方 で不満を い だ い た白人労働者

階級の ｢ 道徳的多数派｣ の連合で ある｡ そ の 道徳的価値観の 中心にな っ

て い る の は , 文化ナ シ ョ ナ リズ ム , 道徳的正しさ ,
キ リ ス ト教信仰 ,

衣

族 の価値, フ ェ ミ ニ ズ ム や 同性愛の 権利, 差別是正政策, 環境運動な ど

新 し い 社会運動 - の 反感 で ある ｡ (11 8 p)

ヨ ー ロ ッ パ に おける反移民感情を鮮明に した フ ァ シ ス ト右翼政党の台

頭も, 新自由主義と新保守主義の 結合で ある ｡ グ ロ
ー バ ル 経済とナ シ ョ

ナリズ ム は容易に結び つ く｡ グ ロ
ー バ ル 経済が世界市場にお ける国家間

の競争を強め るか ら で ある｡ (1 2 0 p)
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以上 が ハ
ー

ヴ ェ イ の 見解である ｡ 新自由主義を受容する民衆心理にま

で 立ち入 っ た分析である｡

Ⅲ グロ ー バ リゼ ー シ ョ ン 論

(1) グロ ー バ リ ゼ ー シ ョ ン の段階的把握

現代 は
, 経済的には ,

生産要素 である人, モ ノ , 資金 , 情報が 国境を

越え
,
政治的には法律や制度の イ ン フ ラ ス トラ クチ ャが , 文化的に はポ ッ

プ カ ル チ ャ ー や マ ク ドナ ル ドの ような食文化が 国境を容易に越える時代

である
'1 7)

｡

こ の ような現象を念頭 にお い て現代 は｢ グ ロ
ー バ リ ゼ

ー

シ ョ ン の 時代｣

であると い うの が通常使用され る, ｢ 常識的な意味の グ ロ ー バ リ ゼ ー シ ョ

ン｣ ( 第 1 ス テ ー ジ) である｡

グ ロ ー バ リ ゼ
ー シ ョ ン不可避論者は

,
上 の 意味で理解 し, その なか で

生活の質が改善され , 諸国民の 相互理解が深まるもの と考える楽観主義

者は ,
グ ロ ー バ ル 化が歓迎す べ き変化で あると とらえる｡

他方, 用語 の 理解は同じであるが
,
主要な先進国

,
な か でも ア メ リ カ

の 政治的 ･ 経済的利益集団の支配を強調 し, 小国 の 国家主権が縮小する

と否定的にとらえる悲観主義的グ ロ
ー バ ル論者が い る ｡

グ ロ ー バ リ ゼ ー シ ョ ン に つ い て の議論 はそれ にと どまらずに, 投資に

お い て 海外か ら の参入の 自由, 海外 - の 進出の 自由と い う意味が加 わる ｡

こ れ は ｢ 対外進出入の 自由の 意味の グ ロ
ー バ リ ゼ

ー シ ョ ン｣ ( 第 2 ス テ ー

ジ) で , 多国籍企業の 経済活動とそこ から派生する多国籍企業の要求に

焦点をお い た定義である ｡ 自国民の 海外経済活動に対 して自由を保証さ

せ
, それと セ ッ トになるもの と して 国内で外国人の投資活動の 自由を保

証し, 海外拠点を国内事業と同じように営め るようにすると い う意味で

( 16 )
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ある ｡ 外国人に投資活動を保証する こと は, 規制 の緩和を伴うの で , 規

制改革と い う名で遂行 され て い る ｡ ｢ グ ロ
ー バ リ ゼ

ー

シ ョ ン に こ とよせ

た規制緩和論｣ で ある｡ 現在行われ て い る規制緩和是非論と, グ ロ
ー バ

リ ゼ ー シ ョ ン是非論 とは重なり合う ｡

第三 に , 第 2 ス テ
ー

ジ の 意味を越えて , E U を イ メ
ー ジ して 国民国家

の役割の後退と い う議論が , 出て きて い る｡ こ れ は現実と いうよりも将

来展望である｡ こ れ は｢ 国民国家の後退の 意味の グ ロ
ー バ リ ゼ

ー

シ ョ ン｣

( 第 3 ス テ
ー ジ) である ｡

多国籍企業研究の 先駆的研究者であるキ ン ドル バ
ー ガ ー は

,
1 96 0 年代

か ら ｢ 経済単位｣ と し て 国家の役割が終わ っ たと述 べ て い る ｡ こ れ にた

い して ポ ー タ ー は , グ ロ ー バ ル 化は , 国家 の重要性を低下させ て い るよ

うに見えるか もしれな い が , 実 は逆に重要性を高めて い る｣
『
国の 競争優

位』 ( 邦訳 : ダ イヤ モ ン ド社 , 1 9 92 年) と , 述 べ て い る ｡

世界経済にお ける多国籍企業の 役割はキ ン ドル バ
ー ガ ー

が 観察 して い

た 1 9 6 0 年代よりも実体経済にお い て も金融面にお い ても, ま た国家の

経済政策に対 しても格段 に影響力を増 した｡ しか し, 経済活動の
｢
規制

者｣ と して の 国家の 役割 は減 じて い な い ｡ 多国籍企業の発展を支えるち

の と し て
, 国家 の役割が変化 した の で ある｡

ス イ ス の I M D ( 経営開発国際研究所) は毎年
｢ 国際競争力年鑑｣ を出

して
, 各国の 格付けを行 っ て世界の メ デ ィ ア に公表し て い る . 多国籍企

業が立地を選ぶ 際の参考と なるもの で あるが , 国際競争力を ｢ マ ク ロ 経

済｣
｢ 政府 の効率性｣

｢ ビ ジネ ス の 効率性｣ ｢ イ ン フ ラ｣ の 四分野に分解 し

て い る ｡ I M D は 外資に対する規制横和 に高得点を与え, 国家が外資に

便宜を図る政策に高得点を与えて い る｡ こ れ は , そ の 国で外資が活動 し

やすくする
｢
新たな規制｣ で あると も言 い 得るもの で ある ｡ 国際競争力

の
一 つ の 重要な源泉と して 国家の 経済政策に重点が置かれて い る の であ

( 1 7)



｢
資本が国境を越える｣ こ と は, 1 0 0 年 以上前か ら持続 して い る し, 多

国籍企業と い う概念は, 古く1 96 0 年代以来の もの で ある｡ しか し, そ の

時代の ,
い わ ば ｢ 経済の 国際化｣ 段階と , 今 日 の ｢ グ ロ ー バ リ ゼ ー シ ョ

ン段階｣ で は質的な相違があるよう に思われ る｡ ｢ 経済 の 国際化｣ 段 階で

は
,
企業 の活動拠点は本国に と どま っ た の に対 して ,

｢ グ ロ ー バ リ ゼ ー

シ ョ ン段階｣ で は拠点が ど こ にあるか は, 以前ほ どには意味がな い ｡ 企

業は ,
コ ス ト的に最適な立地, ま た市場ア ク セ ス の 便利な立 地をさが し

て世界中を探して い る ｡ それ はイ ンタ ー ネ ッ トの 普及により情報通信 コ

ス トの急速な低落がそ の 基盤と な っ て い る ｡

(2) ア ン ソ ニ ー ･ ギデ ン ズの議論
(1 8〕

イ ギ リ ス の 社会学者で ブ レ ア政権の ブ レ
ー ン と して

,

｢
第三 の 道｣ を提

唱したギデ ンズ はグ ロ バ リゼ - シ ョ ンを次の ように理解する｡

( 以下 ペ
ー ジ表記はギデ ン ズ

『
暴走する世界』 か ら)

今日
,
世界中の 経済界の リ

ー ダ ー

の だ れもが グ ロ
ー バ リ ゼ ー

シ ョ ン に

言及する し, 政治家が こ の 言葉を抜きに演説を終わ ると舌足らずになる ｡

合理的に先を見通そうとするならグ ロ
ー バ リ ゼ

ー シ ョ ンを無視 して済ま

せ るわ けには い かな い ｡

グ ロ ー バ ル 化 した経済はそれ以前の経済と全く違うモ ノ で はなく
,
過

去か ら の積み重ねで あり, グ ロ ー バ リ ゼ ー シ ョ ンを真 っ 向か ら否定する

懐疑論者の言説は ｢ 現実離れ した戯言｣ で ある ｡

懐疑論者はグ ロ
ー バ リ ゼ ー シ ョ ン と いう世界観は, 福祉国家の解体と

財政支出の削減を企図する市場主義者の イデオ ロ ギ
ー と い う｡ 懐疑論者

は ｢ グ ロ ー バ リ ゼ ー シ ョ ン は文化の 多様性を侵食 し, 国家間の 不平等を

押 し広げ
, 貧困化を押 し進め ,

グ ロ ー バ リ ゼ
ー シ ョ ン は, 優勝劣敗の 世

( 1 8)
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界を つ くりだ し, そ こ で は ,
ほ ん の 数人が巨富を手にする

一

方, 大多数

の者は ,
悲嘆と絶望の 淵に追 い やれられて しまう｣ と い う｡ 確 かに世界

全体の 所得分配における最貧 5 分位が 占める比率は, 89 年か ら 98 年 に

か けて ,
2 . 3 % か ら1 . 4 % に 下が っ た ｡ だ か らと言 っ て富め る国が悪 い と

いうわ けで はな い ｡ グ ロ
ー バ リ ゼ ー

シ ョ ンを欧米支配と決め つ ける べ き

で はな い ｡ 国家群や大企業群が ,
グ ロ ー バ リ ゼ ー

シ ョ ンを思 い 通りに操

れ るわけで はな い ｡ そ れに対 して グ ロ
ー バ リ ゼ ー シ ョ ンを認め るラデ ィ

カ ル ズ は
, 国家 の統治権の お よ ぶ範囲は狭まり, 政治家の 影響力は低下

したと見る ｡

ギ デ ン ズは
,
ラ デ ィ カ ル ズを支持するもの の , ラ デ ィ カ ル ズもグ ロ

ー

バ リ ゼ ー シ ョ ン の経済的側面 しか見て お らず, 理解不十分で , 政治, 技

術, 文化にもグ ロ
ー バ リ ゼ ー

シ ョ ン の 波は及ん で い ると い う｡ その 根源

は
,
1 9 60 年代後半以 降の 通信技術 シス テ ム の 進歩の結果である ｡

グ ロ ー バ リ ゼ
ー

シ ョ ン は国際金融の ような個人の手に負えな い 現象に

限らず, 男女 同権や伝統的な家族の ありよう, 労働か ら政治におよ ぶ 幅

広 い領域の変化と関係 して い る｡

グ ロ ー バ リ ゼ
ー シ ョ ン は国家が持 つ 経済を コ ン トロ

ー

ル する力の
一

部

を国家か ら奪 い 取 る上方統合の 力と, ロ
ー カ ル な文化的ア イ デ ン テ ィ

テ ィ を復興す る下方分散 ( - 自立分散化) の 力を持 っ て い る ｡ た とえば,

イ ギ リ ス か ら分離を望むス コ ッ トラ ン ドや カナ ダの ケ ベ ッ ク州は 国民国

家の競合機能を弱めた グ ロ
ー バ リ ゼ

ー

シ ョ ン の 産物である｡

共産主義の 崩壊は ,
グ ロ ー バ リ ゼ ー

シ ョ ンをキ ー に説明する こと が で

きる ｡ 人 々 は他国の 反体制デ モをテ レ ビ で見 て 自国の 反体制デモ に参加

したと言う意味で ,
｢
テ レ ビ ジ ョ ン革命｣ と言える｡

国の 経済政策の 有効性は低下 した ｡ こ う した ことは国家だけでなく家

族, 仕事 , 伝統, 自然に つ い て も同じで ,
こ と ばは同じ で も中身が昔と

は こ となるもの にな っ た｡

( 1 9 )
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私たちはグ ロ
ー バ ル ･ コ ス モ ポ リ タ ン社会に住む第

一

世代である｡ こ

の社会は
, 安定 した社会で はなく , 深 い 亀裂の 後を残す不安だ らけの社

会で ある｡

こ の 社会は いま の と こ ろ, 無目的か つ 無原則的にで きあがる秩序で あ

るが
,
わ た したちが思 い どおりに つ くりかえる こ とは ｢ で きる｣ ｡

日 々 の 生活の ありようをグ ロ
ー バ リ ゼ ー

シ ョ ン に適用 させ なけれ ばな

らな い ｡

リ ス ク とは
, 将来の 可能性を積極的に評価 したうえで , あえて 目す危

険を意味する｡ 伝統文化はリ ス クと い う概念をもた なか っ たが , 今 の時

代はその 概念が重要性を持 っ て い る ｡

近代産業文明や リ ス クと い う言葉は , 過去と の 決別を志向する社会を

前提に して い る｡

リ ス ク には正 と負の 両面があるが
,
神 や伝統

,
自然 の 気まぐれなどに

未来をゆだねるの ではなく
,
みずか ら未来を切り開こうとする社会の原

動力こ そがリ ス ク で ある ｡ 人生をおもしろくするため に ,
リ ス ク へ の自

発的挑戦はかかせな い ｡

今が昔より危険なわけで はな い が , 外的な危険とそれ以上 の 人工リ ス

ク にさらされて い る

しか し
, 反科学 t 反合理主義をと なえて も, 得 ると こ ろ は乏 し い ｡

(7 5 p)

リ ス クに対 して消極的であろうと して も無理で ある｡ リ ス ク へ の 挑戟

こそが経済を活性化させ , 社会を改革するため には不可欠である ｡

新 し い リ ス クは国境を越えるの だか ら, 適切 なリ ス ク管理の ために は

国際協力は欠かせな い ｡

今 日 , グ ロ ー バ リ ゼ ー シ ョ ン の あおりを受けて, 欧米諸国で は日常生

活までが伝続の しが らみ から抜け出し つ つ ある｡

伝統が重きをなして お れば共同体の 中で の 個人の 社会的地位は安定し
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て い た｡ 個人は意思決定を しなくて よ い ｡

ひ と たび伝統が撤退 して しまうと ,
私 たちの 人生は , 選択肢の 多 い ,

した が っ て熟慮が欠かせな い もの となる｡ 伝統と慣習に縛られなくなる

と 日 々 の 生活に個人の 意思決定が求められるようになる｡ 自我 の 確立 が

避けて通れ なくなる｡ (9 9 p)

民主主義と市場経済をうまく組み合わせ た欧米型シ ス テ ム が功を奏 し

たと い える ｡ (1 4 3 p)

民主主義が最善の シ ス テ ム だと非欧米諸国が気づ い た｡

情報通信が ゆきわた っ た世界で は
｢ ハ ー ドパ ワ ー

｣ すなわち万事上か

ら命令する パ ワ
ー は通用しなくな っ て い る ｡

欧米 の 数カ国で ,
政治家 ,

そ して形式的な民主政治 - の信頼の 念を人 々

はす っ かり失 っ て しま っ て い る が ,
しか し意思決定の 民主的プ ロ セ ス へ

の 信頼を人 々 が失 っ たわ けではな い ｡ 90 % 以 上 の 人が民主政治は望ま し

い 政治体制だと答えて い る｡

日本か ら ドイ ツ , フ ラ ン ス ,
ア メ リ カ

,
イ ギ リ ス に い た るまで各国で

贈収賄事件が報 じられて い るが , 贈収賄が増えたの で はなく, 開かれ た

情報化社会で は贈収賄を隠すの が難 しくな っ たか ら で ある ｡

民主主義の民主化が必要で ある｡ その ため には中央か ら地方 - 権限を

委譲 し, 政党 は環境保 護団体の よう な,
一 つ の 問題 に特化 した 団体

(si n gl e is s u e g r o u p) と の 共闘に真剣に取り組まなけれ ばならな い ｡

国家か市場か , 官 か民か と い うような二 項対立的な社会観を払拭す べ

きである ｡ 二 項対立 の 問に, 家族をは じめとする非営利組織を含む市民

社会と い う領域が存在する

テ レ ビは 二 つ の 意味で民主主義とかかわ っ て い る｡ 第
一 に グ ロ ー バ ル

な情報化は民主化の 強 い 推進力となる｡ 第 二 に政治は自分たちの 占有物

であるか の ように報道 し, メ デ ィ ア の 多国籍化と巨大化は強大なメ デ ィ

ア 王を誕生 させ る｡ メ デ ィ ア 王 は決 して 選挙で選ばれな い ｡
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戦わずして 得られるもの はな い ｡ あらゆ る レ ベ ル の 民主主義の 深化は

戦 い とる に催する ｡

暴走する世界は, 民主主義に しか で きな い 統治を必要と し て い る｡

ギ デ ン ズ の グ ロ
ー バ リ ゼ ー シ ョ ン論は, 経済だけで なく家族や文化に

関わる概念で あり , 伝統と慣習の 縛りから人々を解放 し, 情報を世界に

開示 し, リ ス クに満ちた暴走する世界を創り出すが, こ れ は必然の もの

と受容 し, そ れを民主主義的に統治する以外にな い と い う結論となる｡

明解か つ 含蓄の深 い も の であるが ,
グ ロ ー バ リ ゼ ー シ ョ ン が政治過程

で もあり
,
基軸国か ら強要された側面 - の 考慮が抜けて おり, グ ロ

ー バ

リ ゼ ー シ ョ ン に乗 っ て 利益を得て い るイ ギリ ス 的バイア ス が かか っ た理

論である ｡ 金融政策に関する日米政府間交渉は, グ ロ
ー バ リ ゼ ー シ ョ ン

の強制の 典型例である ｡

(3) 日本の規制緩和と日米構造協議

81 年 レ
ー ガ ン が ア メ リカ の 大統領となり, ア メ リ カ経済の再生の た め

に打ち出した経済政策 ( R e a g a n o m ic s) は(1)軍事拡大, (2)大減税, (3)イ ン

フ レ抑制の た め の 高金利と ドル 高, (4)政府の 規制を緩和するこ と によ る

市場メ カ ニ ズ ム の活用の 4 つ の柱か らな っ て い た｡ 高金利によ っ て ドル

高となりt ドル高 の 結果ア メ リカ の 輸出は不振のままであ っ た｡ ア メ リ

カ の製造業界は円安
･ ドル 高によ る競争力の 低下に い らだち日米貿易不

均衡の 是正を日本側にや らせ ようと した ｡ そ れを受けて ア メ リ カ政府

は
,
円安 ･ ドル高問題 は, 日本の 金融 ･ 資本市場の 閉鎖性に基因して お

り, 日本は金融 ･ 資本市場を
一

層開放 し, 円の 国際化をすすめる こと で

円安の 是正に努力す べ きだと主張し始め た｡ 83 年 11 月 に訪日 した レ
ー

ガ ン大統領の 要求を受け入れて 中曽根首相は
｢
大統領と私とは, 円

･ ド

ル 問題の 重要性に つ き充分な意見の
一

致をみ て います ｡ わ れ われは為替
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レ
ー ト問題お よび投資の それ ぞれに関して 協議の場を創設する こと に令

意 しました｣ と声明 した ｡ こ の 合意に基づ い て 設置され た の が
｢
日米円

･

ドル 委員会｣ で あ っ た ｡ ア メ リ カ側が円安の 原因は, 日本 の金融
･

資本

市場 の 閉鎖性と 円の 国際性の 遅れ にあると考えて い た か ら 1 98 4 年 2 月

か らは じま っ た ｢ 円
･ ドル 委員会｣ に おける ア メ リカ側の 具体的要求は

(1 旧 本国外にお ける円取引市場 ( ユ
ー ロ 円市場) 創設, (2) ア メ リ カ の 金

融機関の 日本市場参入, (3)金融
･

資本市場の 自由化 (非居住者の 預金
･

証券所得 に対す る源泉徴収税 の 撤廃, 定期預金金利の 上 限撤廃, C D

( n e g o ti abl e c e rtific a t e s of d e p o sit : 譲渡可能定期預金証書) の発行条件

の規制緩和など, (4) 対日直接投資に対する規制の撤廃で あ っ た ｡ 日本 の

大蔵省 ( 現在は財務省と改称) は, 当初時間をか けて 自由化を自主的に

実施すると述 べ た が, ア メ リ カ側は聞き入れず, レ
ー ガ ン大統領との 良

好な関係を重視する中曽根首相の判断で ,
ア メ リ カ の要求を受け入れ た

｢
円ドル 委員会報告書｣ (8 4 年 5 月) が作成され, 同時に合意事項の 実行

を監視する ため の
｢
フ ォ ロ

ー

ア ッ プ委員会｣ の 設置にも同意 した ｡ こ れ

を ニ ュ ー

ヨ
ー ク タ イ ム ズ は ｢ 日本側の譲歩は , 予想以上 の も の で ある｣ ,

シ テ ィ バ ン ク は ｢ 今回の 日米合意に満足 して い る｣ と論評した｡

こ の結果日本は ,
84 年か ら円建て対外貸し付けを自由化 し, 為替先物

の 原則実需制限を撤廃 した の を始めt 8 6 年 1 2 月 には東京オ フ シ ョ ア 市

場を創設する など, 金融 の 国際化を実施 して い っ た｡ ｢ フ ォ ロ
ー

ア ッ プ

委員会｣ は ,
6 回 開かれ ,

8 8 年 に開催された 6 回目の 会合で ア メ リカ側

が同委員会を今後
｢
日米金融市場 ワ

ー

キ ン ググ ル
ー プ｣ と改称する こ と

が提案され , 日米両国の 金融市場だ けで なく , 世界の 金融市場間題を議

題にする こ と にな っ た ｡ なお 8 4 年 の 日米円
･

ドル 委員会の 開催をき っ

か けと し て , 8 4 年 か ら 8 6 年 にかけてイ ギリ ス ,
ドイ ツ

,
フ ラ ン ス , イ タ

リ ア
,
カ ナ ダと 日本と の 二 国間で ,

金融協議がなされ ,
こ れ ら の 諸国か

ら日本に金融市場開放の 要望がなされた
`1 9'

｡
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プラザ合意

ア メ リカは
,
日本の 円安を金融

･ 資本市場の 開放によ っ て 是正で きる

はずだと考えて い たが ,
ドル 円相場は

｢ 円 ドル 委員会報告書｣ が 出され

た 84 年 5 月末の 時点で 1 ド ル 2 31 円 だ っ た の が ,
1 0 月 には 2 5 0 円とな

り逆に円安が進んだ だけで なく ,
ドイ ツ マ ル ク の対 ド ル相場は 円以 上 に

低下した ｡ 8 5 年1 月に ワ シ ン ト ン で行われた 5 カ国財務相
･

中央銀行総

裁会議 (G 5) で , ヨ
ー ロ ッ パ 諸国と日本は ドル 高 の 原因は ア メ リ カ の 高

金利政策にあり, 高金利をもた らし て い る ア メ リ カ の 財政赤字の削減を

主張したが, ア メ リ カは これに応 じず日本の 貿易黒字と ヨ
ー ロ ッ パ の 高

い 失業率を問題に した｡ 85 年 に入り円安が さらに進み ,
ア メ リ カ の 議会

で は保護主義が
一

層強まり, 対 日報復法案が可決され た｡
一

方 こ の 頃日

本の 産業界や政府内部で ア メ リカ の ｢ 日本叩き｣ を弱め るため に. 過度

の 円安を是正す べ きだと の 意見が大きくな っ た ｡ 8 5 年 6 月 に開催さ れ

た
,
1 0 カ 国蔵相

･ 中央銀行総裁会議 ( G I O) で は ,

｢ 協調介入をすすん で

実施すべ きで ある｣ と の合意が得られた ｡ こ れ と前後 して 日米二 国間交

渉が行われ, 日本側は為替 レ
ー ト の調整により貿易イ ン バ ラ ン ス を是正

す べ き こ と ,
ア メ リ カ側は

,
日本 の投資を促進するた め の税制改正を提

案 し, 3 ケ月後の プラザ合意の 基本的枠組みが ほぼ固ま っ た ｡

8 5 年 9 月 22 日 ニ ュ
ー

ヨ
ー ク の プ ラザホテ ル に ア メ リカ

,
日本

,
西 ド

イ ツ , イ ギリ ス t
フ ラ ン ス の 5 カ国の 財務相と 中央銀行総裁が集まり,

異常な ドル 高を是正する必要があるの で ,
ア メ リ カも含め て 5 カ国は ド

ル を売り, 円と マ ル クを買う ｢ 協調介入｣ を実行すると い う共同声明を

発表した ｡ ア メ リ カはプラザ合意の なか に ｢ 協調介入｣ だけでなく日本

と ヨ ー ロ ッ パ 諸国が 内需拡大を促すため に税制改正と金融政策を組み令

わせ て 実行する ことをも含めようと したが ,
こ の と きは ヨ

ー

ロ ッ パ諸国

と R 本 の合意がえられなか っ た ｡ しか し日本はその 後, ア メ リ カ に対 し

て
,
(1)国内市場開放計画の 実施, (2)規制績和の実施, (3)円 レ

ー トの 適正
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化 ,
(4) 内需刺激 - の努力を確約 した ｡

プ ラザ合意後

プラザ合意の 翌日 ド ル 円 レ
ー

ト は 23 9 円か ら 23 4 円とな っ てす ぐに効

果が あらわれ ,
G 5 各国が決め て い た協調介入の 期限は 6 週間, 金額は

1 8 0 億 ドル だ っ た が ,
期限の 1 0 月末まで 1 02 億 ドル が使われ ただけで当

初予定の ドル の 1 0 % か ら 1 2 % 下方修正 の 目標が達成さ れた ｡ さ ら に年

末には ドル 円相場は 20 0 円まで下がり, プ ラザ合意の 目的は容易 に達成

され た ｡ 円高はさ らに進み, 翌 8 6 年 8 月 ド ル 円相場は 1 5 2 円まで にな っ

たが , しか し為替 レ
ー ト の修正の 目的で あ っ た日米間の 貿易イ ン バ ラ ン

ス へ の 効果はあまりあらわれなか っ た ｡ 円 ベ
ー

ス で見る限り対米輸出は

85 年 の 1 5 兆円か ら ,
86 年の 1 3 兆円, 87 年の 12 兆円と 2 0 % 減少 し, 対

米輸入 は同 じ時期 に 6 兆円, 4 兆円, 4 兆円と 30 % 以 上減少 したが ,
し

か しド ル ベ
ー

ス で み ると, 対米輸出は 8 5 年 の 65 2 億 ドル か ら, 8 6 年 8 0 4

億 ドル ,
8 7 年 8 3 5 億 ドル と大きく増加 し, 同 じ時期の 対米輸入は 2 57 億

ドル
,
2 90 億 ドル , 31 4 億 ドル と増加 し, そ の結果ドル で み た対米貿易収

支は ,
8 5 年 の 3 9 4 億 ドル か ら, 8 6 年 5 1 4 億 ドル , 8 7 年 8 35 億 ド ル と黒字

が大きく増加 した ｡ 日本 の 世界に対する貿易も, ド ル ベ
ー ス で み ると

,

85 年 の 1 74 0 億 ドル か ら, 8 6 年 の 2 05 5 億 ドル ,
87 年 2 2 44 億 ドル と増加

し
, 他方輸入は 1 1 8 0 億 ドル , 1 12 7 億 ドル ,

1 2 7 9 億 ドル とわずか の増加

であ っ た の で ,
日本の 貿易収支の 黒字は 85 年の 55 9 億 ド ル か ら, 86 年

9 28 億 ドル , 8 7 年 9 64 億 ド ル と倍近く増加 した (円 ベ
ー

ス で は 1 3 兆円,

1 5 兆円, 1 4 兆円の 黒字でほとん ど増加 しなか っ た) ｡ 同 じ時期にア メリ

カ の 貿易収支の 赤字は ,
1 33 6 億 ドル ,

1 5 49 億 ド ル , 1 6 99 億 ドル と拡大 し

た ｡

単 に ドル 高を是正 した だけでは , 貿易収支が改善 しな い こ とを知 っ た

ア メ リカ側 は, 海外主要国の 内需拡大を ,
特 に貿易黒字の 大き い 日本と
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西 ドイツ に対 して財政支出を増や して 速やかに実現する ことを強く要求

した ｡ 中曽根首相は対米経済摩擦を緩和するため に日本が実施で きる方

策を検討するため に
｢
国際協調の ため の 経済構造調整研究会｣ と い う首

相の 私的諮問機関を設置 し, 座長には元日本銀行総裁前川春雄, その他

の 委員に民間大企業の経営者, 元駐米大使, 元高級官僚, 学者を配置 し

た ｡
｢
前川 レポ

ー ト｣ は , そ の 時の 経済状況を, 日本の 大幅経常収支は世

界経済にと っ て ｢ 危機的状況であると認識する必要がある｣
,

｢ 従来 の経

済政策の 転換なく して , わ が国の 発展はありえな い ｣ とまで言 い ,
政府

は経常収支の 黒字を削減する こと
,
その ため に内需拡大と輸入増大によ

る経済の 拡大を世界 に表明す べ きであると提言 した｡ つ まり
｢
前川 レ

ポ ー ト｣ は グ ロ ー バ ル な視点にたたなければならな い と の 認識の もと に

ア メ リ カか ら の 要求をほ とん ど受け入れ る こ とを表明したもの で あ っ

た ｡ 具体的な施策と して(1)内需拡大の た めに都市再開発, 住宅減税 , イ

ン フ ラ整備
, 消費財の輸入促進, ( 2)

t

I肖費生活の 充実の ために週休二 日制

の 完全実施,(3)産業構造を変えるため に不況の 基礎素材産業の構造転換,

海外直接投資の 促進t 農産物の 輸入促進, (4)海外 の 企業が 日本市場に参

入できるように規制績和, (5)円安 の是正と金融資本市場の 自由化と 円の

国際化 ,
(6) 国際協力の ため の 対外援助の 増額な どを提案した｡

こ の 8 6 年4 月 にまとめ上 げられた ｢ 前川 レポ ー ト｣ はそ の後 の 日本の

財政金融政策の指針とな っ た ｡
｢
前川 レポ

ー

ト｣ の 後
,
日本銀行は 8 6 年

初めに 5 . 0 % だ っ た公定歩合を 8 6 年中に 4 回切り下げ
,
8 7 年 2 月に さ

らに切り下げて ,
2 . 5 % に した｡ それ にもかかわ らずア メ リ カは さら に

公定歩合の 引き下げを要求し, 日本はそれに応 じな い かわりに
,
6 兆円

の 歳出増と所得税減税を実施した｡ 赤字国債が累積して い る にもか かわ

らずさ らなる財政資金が市中に撒布さ れた o 当初急激な円高により鉄

鍋, 造船, 繊維産業は輸出が減少 して 不況とな っ たが ,
こ の ような内需

拡大政策が功を奏して 円高によ る不景気は 86 年 11 月を底と して やが て
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上 向き
,
8 7 年 か ら 8 9 年 にかけて 年率 5 % 成長が実硯 した ｡ 同時に放漫

な財政金融政策は株価の 上昇,
地価 の 上昇をもたら した ｡

地価 の 上昇は金本位制ならぬ
｢ 土地本位制｣ と の メ デ ィ ア用語を生ん

だ｡ 空前 の好景気も後か らみ ると ,

バ ブ ル で 5 年に満たな い 期間の もの

だ っ た ｡ そ の 後 1 99 3 年 か ら 1 0 年 以上日本は
｢ 失われた十年｣ と いう停

滞の 時期を迎えた｡ 地価 の急落により, 土地神話は崩壊 し, 土地担保の

貸出は担保不足 , 不良債権と して 十年間日本の 金融機関の桓桔とな っ た｡

こ の 十年間の 間, 経済 の て こ入れ の ために ,
規制緩和 ( 小泉政権で は改

革が 強調され て 税制改革) が進んだ ｡

80 年代か らの 規制緩和事例を含めると ,

･

タ ク シ ー

台数の 制限撤廃

･

電力自由化

･ 酒類販売業免許の付与基準の 緩和

･

港湾運送事業 へ の新規参入

･ 電気通信事業の 開放

･

農業 - の 株式会社参入

･

郵便事業の民間開放

･ 地 ビ ー ル な どの 最低醸造量の 緩和

･

労働者派遣事業

･

医薬品の 部外品化によ る緩和

･ バ ス 運送事業 - の新規参入の 緩和

･

建築基準検査機関の 民間開放

などで ある ｡

日本政府は グ ロ
ー バ リ ゼ ー

シ ョ ンを利益と して い る こ とは事実で ある

が
,
そ の プ ロ グラ ム や ス ケジ ュ ー

ル は自分の ペ
ー

ス と は関係なく, 市場

開放や内需拡大の 経済政策を強要された の が ,
1 98 0 年代後半で ある ｡

グ
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ロ ー バ リ ゼ
-

シ ョ ン が含む ア メ リカナイ ゼ
ー

シ ョ ン の 側面 である ｡ 外的

強制を内側か ら率先 して受け い れ ようとする強固な層が存在 して こ そ,

グ ロ ー バ リ ゼ ー シ ョ ン は世界に広が っ て いく ｡

お わ りに

新自由主義は, 70 年代まで の 労資合意と財政の役割を重視するケイ ン

ズ主義政策がス タグ フ レ
ー

シ ョ ン に陥 っ た とき の
,
資本蓄積体制を立て

直すため出てきたイデオ ロ ギ
ー

で ある｡ 労働組合員の権利意識が強か っ

た先進国で先進国の エ リ ー ト階級 と ビジネス 界 の 反撃の ため の 理念で

あ っ た ｡ それが国民に受容され た の は , 第
一 に グ ロ ー バ リ ゼ ー

シ ョ ン と

結び つ い て い た か ら で ある ｡ グ ロ
ー バ リ ゼ ー シ ョ ン は企業の海外投 資を

基盤に しており, 世界規模の 大競争をもた ら し, 国家 の役割が 国際競争

力支援に集中するこ とにな っ ても受容される ｡

第 二 に新自由主義はナ シ ョ ナ リズ ム を強調する新保守主義と結 び つ い

て い た か らで ある｡ 人間関係の 中心が金銭重視の 方向に シ フ トするに つ

れ て , 道徳観は自由の 価値, 国家 の 発展などの伝統的道徳観が強ま っ た ｡

本来国家の 介入を嫌うはずの 新自由主義が , ナ シ ョ ナ リズ ム を重視する

の は矛盾である｡ その 意味で グ ロ ー バ リ ゼ ー シ ョ ン積極派の E c o n o m is t

誌編集長が
,
グ ロ ー バ ル 化はよ い こ とで あるが

,
伝統的価値の 強調はよ

くな い と して後者を否定するの は
`2 '̀'

, 新 自由主義と グ ロ
ー バ リ ゼ ー シ ョ

ン の 首尾 一

貫性を主張 したもの で あると は い え, た だ グ ロ
ー バ リ ゼ ー

シ ョ ン推進と同時にナ シ ョ ナリズ ム を鼓吹するこ と は, 矛盾であ っ ても,

新自由主義者の 目的は政府を使 っ て 自由主義理念を実現にする こと で あ

り, ナ シ ョ ナ リズ ム の 高揚は , 国民を統合する上 で むしろ都合の よ い こ

とで ある｡ 新自由主義を理念とする政府が ナ シ ョ ナリ ズ ム あおり, 自

らを支えて い こうと して い ると見る の が リ ア ル な見方 である｡

( 2 8 )



新自由主義 の グ ロ
ー バ ル 化

新自由主義の理念通りの 社会が完成すると, 人 々 の連帯よりも競争に

よる社会的地位の上 向が最上 の価値となる｡ しか し競争の 勝者はわずか

で あり
,
敗者 は多数で ある ｡ 新自由主義がすすめ る苛烈な競争に参加 で

きずまた は敗退 して存在場所を失 っ た
一

部の 市民が , 自分 の 復活をナ

シ ョ ナリ ズ ム に見出す事例は , 新自由主義が衰退 しな い 限り続く無限

ル ー プ の 危うさをは らん で い る｡ フ ラ ン ス の ル ペ ン現象 ,
ア メ リ カ の 狭

量な宗教右派的現象が世界に広が る下地は出来てきて い る ｡

ギ デ ン ズとは違 っ た意味の
｢
暴走する世界｣ である｡
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